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プロジェクトの全体概要

虎ノ門から新橋を結ぶ「幻のマッカーサー道路」と呼ばれる「環状
2号線」の再開発計画。「立体道路制度」の活用により建築物の中
を環状2号線が貫通する。メインとなる超高層棟は、都内で2番目

の高さを誇り、上層部から、ホテル、住宅、事務所、カンファレンス、
商業施設からなる大規模複合施設。

【３つの特徴】
①官民協働によるまちづくり
②立体道路制度を活用した都市再生プロジェクト②立体道路制度を活用した都市再生プロジェクト
③『環境共生型高次複合拠点』

①低炭素の軸

②スマート交通＆健康増進の軸 

③緑の軸

３つの軸の交点＝エリアの象徴 

霞ヶ関 

虎ノ門 
日比谷 

③緑の軸

虎ノ門エリアのＣＯ2削減ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙを
【施設概要】
（所在地）東京都港区虎ノ門1丁目26番他
（敷地面積）17,069m²（延床面積）252,993m²
（高さ）247m （階数）地上53階 ／ 地下5階
（主要用途）事務所 商業 住宅 ホテル 会議場等

新橋駅

東京ﾀﾜｰ 

環状 2 号線 

虎ノ門エリアのＣＯ2削減ﾎ ﾃﾝｼｬﾙを

引き出すべく、エリアの低炭素化象

徴ＰＪに位置づけＰＪの取組をエリ

ア後発開発地区へ波及・普及させる。 

（主要用途）事務所、商業、住宅、ホテル、会議場等
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省CO2先導事業化コンセプト

新橋・虎ノ門エリアの課題 

● 建物老朽化による環境性
能の劣化

エリアコンセプト（将来像） 

● 建物機能更新によるスマ

Ⅲ街区コンセプト 

『環境共生型高次複合拠点』 

新橋虎 門 再興 象能の劣化 

● 自然環境の減少 

● 居住機能・地域コミュニ
ティ機能の低下 

● 街の魅力 地位低下

機

ートシティ化 
● 人々が憩う緑豊かな街 

● 様々な機能が高次に複合
した想像力に溢れる街 

新橋虎ノ門エリアの再興の象
徴となる緑溢れる環境のもと

様々な都市活動が行われる知

識情報産業拠点 
● 街の魅力・地位低下 

街区の省ＣＯ2 化の 

先進・先端的取組 エリアへ波及・普及展開 
エリア課題の解決 

魅力・地位向上 
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中小規模街区対策

効果の大きい項目も積極採
用を促す。
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 　  ：対策により期待される状態

 　  ：対策前の状態

L　街区・コミュニティの環境負荷
（1人あたり年間CO2排出量を指数化）
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限界削減費用の低い項目の
優先導入を促進。特にテナ
ント専用部で有効な２つの
対策をパッケージで普及促（ あ り年間 排 を指数 ）

PJの取組項目を限界削減費用
で整理

エリアのポテンシャルを評価
エリアの将来像（あるべき姿）
を提示

進。
■テナント志向型スマートLED
照明システム

■クラウド型テナントエネル
ギーWEBシステム
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を提示 ギ WEBシステム

省CO２事業計画概要

■計画１：テナント志向型スマートオフィス空間の提供
・テナント志向型スマートLED照明システム
・ＦＭ向けテナントエネルギーWEBシステム

■計画５：エコライフを促す仕組み
・いつでもどこでも見える化
（館内映像システムー＋ＷＥＢシステム）
・住宅見える化システム
・ＥＶ充電装置
・ＥＶタクシー専用乗降場
・オフセットカンファレンス
・自転車通勤奨励施設

ド イミ ト

■計画２：超高効率熱源LOBAS＋徹底計量BEMS
・潜熱／顕熱分離空調システム
・大型大深度蓄熱槽の設置
（熱媒3ソース化 5℃/12℃/39℃）

【その他ベースとなる省エネ・省ＣＯ2技術】

・ドライミスト
・憩える緑地空間の提供

（熱媒3ソース化 5℃/12℃/39℃）
・空調機廻り、テナント専用部を詳細徹底計量

■計画３：超高層ドラフト対策システム
ELVシャフト冷却システム

【その他 スとなる省 ネ 省ＣＯ2技術】
・太陽光発電約５０ｋW
・熱負荷低減ペリシステム（Low-Eガラス,日射追尾制御
ﾌﾞﾗｲﾝﾄﾞ，簡易ｴｱﾌﾛｰ）
・ＩＰＭモーター
・大規模蓄熱槽，大温度差送水，可変揚程ＶＷＶ制御
外気冷房 ナイトパ ジ ＣＯ2制御

・ELVシャフト冷却システム
・インターロック式風除室ドアシステム

■計画４：エリアカーボンハーフへの展開
クラウド型テナ ト ネ ギ WEBシ テム ・外気冷房，ナイトパージ，ＣＯ2制御

・セキュリティ連動照明空調停止制御
・中水，雨水再利用
・共用部ＬＥＤ、人感センサー制御
・住宅次世代省エネ基準断熱
・住宅高効率給湯，全熱交換機

・クラウド型テナントエネルギーWEBシステム

機

積極的な緑化への取組

緑の“量”の確保 緑化率44％
緑の“質”の確保 生物多様性配慮緑の“質”の確保 生物多様性配慮
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ﾃﾅﾝﾄ志向型ｽﾏｰﾄLED照明ｼｽﾃﾑ（１）

新型LED照明器具 スマート制御システム

壁スイッチ

明るさセンサ 明るさセンサ

２線式Ｔ／Ｆｌｅｃｓ信号線

壁スイッチ

明るさセンサ 明るさセンサ

２線式Ｔ／Ｆｌｅｃｓ信号線

＋

• 明るさセンサー制御

• 人感センサー制御

２０Ａ電源回路２０Ａ電源回路＋

• タイマー制御

• 昼光利用制御

※現在開発中
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ﾃﾅﾝﾄ志向型ｽﾏｰﾄLED照明ｼｽﾃﾑ（２）

クク

■エリア毎に好みの照度を設定 ５００ｌｘを推奨

５００ルクス

４００ルクス

４００ルクス

７００ルクス

５００ルクス

４００ルクス

４００ルクス

７００ルクス

５００ルクス

５００ルクス

４００ルクス

３００ルクス

５００ルクス

５００ルクス

５００ルクス

４００ルクス

３００ルクス

５００ルクス

５００ルクス ３００ルクス

３００ルクス

５００ルクス ３００ルクス

３００ルクス

定 専 容 能

■省エネ効果試算

■設定は専用ソフトにて容易に可能

新型LED照明

基準（高効率蛍光灯）

＋

右クリックで

７００ｌｘ→５００lx

照度制御（７００lx）＋昼光制御

＋

＋

照明器具、センサのグループ設定

ドラック＆ドロップ
で点滅エリアを選択

右クリックで
グループ設定

タイマー制御

人感センサー制御

▲５９％
＋

環Ⅱ・Ⅲ街区省CO2先導事業 ５

0% 20% 40% 60% 80% 100%



超高効率熱源LOBASシステム（１）

ヒートポンプによるスーパー省ＣＯ２型ビルを目指した空調システム

  

37℃

約 10万㎡の全オフィス空調に導入 

LOBASデザイン LOBAS=Low-carbon Building and Area Sustainability 

LOBAS 熱源

３つの特徴：

１．中温冷水の利用

２ 低温温水の利用ターボ 
冷凍機 

37℃

[低温水] 
顕熱処理 熱交換器 

オフィス
LOBAS 熱源 
中間温度製造に
よる高 COP 運転 

ｼﾘﾝﾀﾞｰ型大規模 

２．低温温水の利用

３．冬季冷房廃熱の
有効利用

13℃

[中温冷水]
顕熱処理

ターボ 
冷凍機 

冷

汎用ﾀｰﾎﾞ

熱回収 
排熱 LOBAS空調 

6 管式 
・低温水37℃ 

・中温冷水 13℃

ﾘ ﾀ 型大規模
竪型蓄熱槽 

顕熱処理 

ターボ 
冷凍機 

冷
却
塔 

中温冷水 13℃ 

・冷水 7℃ 蓄熱槽 

7℃
ターボ 
冷凍機 

熱回収
[冷水] 

外気潜熱処理

大温度差

ホテルｼﾘﾝﾀﾞｰ型大規模 
熱回収 
ﾀ ﾎーﾞ冷凍機 

ボイラ 
44℃

外気潜熱処理

排熱 

ホテル
商業 竪型蓄熱槽 

[温水] 蓄熱槽 
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超高効率熱源LOBASシステム（２）

 外気処理機 室内顕熱処理機

外気による潜熱処理
クールビズ空調 

8

７ ７

外気 12～15℃ 
SA

13℃/37℃コイル 7℃コイル（夏）
37℃コイル
（冬期） 

7

7.5

７．７

３３％

RA

気化式加湿 

室内26～28℃

6

6.5

Ｃ
Ｏ

Ｐ

５ ８

３３％
ＵＰ

13℃コイル(顕熱処理) 

5

5.5

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

５．８

中温冷水 
13℃ 

通年 

冷水 
7℃ 

(夏期) 

低温水 
37℃ 

（冬期）

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

冷水出口温度[℃]

出典：三菱重工

【LOBAS空調機】
【ターボ冷凍機の冷水出口温度

とＣＯＰの関係（概算）】
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超高効率熱源LOBASシステム（３）

７℃冷水を利用するのは年間でもわずか、大半
は１３℃冷水で賄える。

40000

50000

60000
１３℃冷水

7℃冷水

暖房

給湯

外気冷房

中止

需
要

[G
J
]

40000

50000

60000
１３℃冷水

7℃冷水

暖房

給湯

外気冷房

中止

需
要

[G
J
]

は１３℃冷水で賄える。

10000

20000

30000

給湯

冷
熱

需

10000

20000

30000

給湯

冷
熱

需

基準ビル

%

-20000

-10000

0

７℃
冷水

熱
需

要
[G

J
]

-20000

-10000

0

７℃
冷水

熱
需

要
[G

J
]

LOBAS
Design

0 1 000 2 000 3 000 4 000

-22%

-40000

-30000

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12[月]

LOBAS 月別冷温熱需要

温
熱

-40000

-30000

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12[月]

LOBAS 月別冷温熱需要

温
熱 0 1,000 2,000 3,000 4,000

単位：t-CO2/年

・1,2月外気冷房中止（冷温熱需要のバランス化）

→月20%(年2%)冷熱需要増

・夏期5～10月 ５℃冷水使用

LOBAS 月別冷温熱需要
・1,2月外気冷房中止（冷温熱需要のバランス化）

→月20%(年2%)冷熱需要増

・夏期5～10月 ５℃冷水使用

LOBAS 月別冷温熱需要
【基準ビルとのCO2排出量比較】

排熱利用による熱回収運転でほとんど

【月別冷温熱需要】

排熱利用による熱回収運転でほとんど
の温水需要を処理。
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徹底計量BEMS

 従来システム 徹底計量システム 

［VAV 毎の計量］
・温度･開度 

風量 運転ﾓ ﾄﾞ
［空間計測］ 
温度 湿度

照明とｺﾝｾﾝﾄ

を分けて計量照明・ｺﾝｾﾝﾄ

は同じ系統

VAV
［空間計測］ 

温湿度計測 

・風量･運転ﾓｰﾄ  
・運転時間 
・発停回数 

VAV

・温度･湿度
・CO2 濃度 
・人感ｾﾝｻｰ連動
・Web ｺﾝﾄﾛｰﾙ 

M M M

ｽｲｯﾁ

 

Web 
ｺﾝﾄﾛｰﾙ 

CO2 
ｾﾝｻｰ 

 

S
A
 

R
A
 

S
A
 

R
A
 

ｺﾝｾﾝﾄ ｺﾝｾﾝﾄ

空調機 

INV 

外調機
空調機

［IPM ﾓｰﾀ毎に計量］

INV INV 

M

水
 

水
 

力
 

M

他の空調機へ 
M M M M M M M

［ ﾀ毎 計量］
・INV 周波数 
・電流､電圧 
・電力､電力量 
・稼働時間 
・運転回数  系統毎に計量 M

冷
水

温
水

電
力

フィードバック  

BEMS 
ﾃﾅﾝﾄ 
Web 

他の空調機へ 

M M M M

［ｺｲﾙ毎に計量］
・出入口温度 
・弁開度 
・熱量(瞬時､積算)
・流量(瞬時､積算)

冷
水

温
水

冷
水

電
力

WEB アクセス  

流量(瞬時､積算)

中
温
冷

低
温 冷 電

設計者 

内外データを見える化
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ｸﾗｳﾄﾞ型ﾃﾅﾝﾄｴﾈﾙｷﾞｰWEBｼｽﾃﾑ（１）

クラウド型テナントエネルギーWEBシステム森ビルテナント志向型エネルギーWEBシステム

地域貢献「テナントエネルギー見える化」サービス事業

クラウド型テナント ネルギ WEBシステム

DBDB 省エネノウハウ提供

森ビルテナント志向型 ネルギ WEBシステム

SaaSアﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ森ビル IDC

エネルギー使用量の登録
省 ネ 化

クラウド

中小規模街区（協議会、他エリア）中小規模街区（協議会、他エリア）大規模街区 （本PJ、隣接街区）大規模街区 （本PJ、隣接街区）

ビル管理会社

自動計測
森ビル

テナントエネルギ使用実績と
省エネノウハウを提供

省エネノウハウのDB化

BEMS

地域全体のCO2削減

自動計測 BEMS入力

省エネ活動
ノウハウ蓄積ノウハウ蓄積

省エネ委員会

継続的な省エネ活動推進継続的な省エネ活動推進

テナント
省エネ委員会 ビルオーナー

テナント テナント
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ｸﾗｳﾄﾞ型ﾃﾅﾝﾄｴﾈﾙｷﾞｰWEBｼｽﾃﾑ（２）

DB

テナントPC

テナントPC

システム管理
プロバイダ

データセンター

使
用

テナントＡ

原
単
位

ベンチマーク

テナントＡ

DBテナントPC
ビルオーナーPC

WEBサービス

HTTPS

HTTPS

用
量

延床面積㎡

近似線
位

Ｍ
Ｊ
／
㎡

順位

インターネット
WEBサービスWEBサービス

HTTPSHTTPS

延床面積

【WEBレポートサービスイメージ】

見える化
インテリジェント
ゲートウエイ

XMLXML

大規模街区
（隣接）

新橋虎ノ門エリア

（プロトコル共通化）

CSVCSV 中小規模街区
（環状2号線新橋地区
まちづくり協議会）

A社製 自動計測 B社製 BEMS

・・・・・・
順次拡大する

まち くり協議会）

【周辺エリア】

A社製 自動計測 B社製 BEMS

周辺エリアの自動検針設備導入済みの既存ビルや導入予
定の新築ビルへ働き掛け、本システムの導入を促し、ビル
の付加価値向上とテナント専用部の削減を促進。

途 ポ 診 ビ 有料 も提供
【既存の街並み】

また、別途WEBレポートによる診断サービス（有料）も提供
予定。

環Ⅱ・Ⅲ街区省CO2先導事業 １１



２０１１年１月２１日
第6回住宅・建築物の省ＣＯ2シンポジウム

国土交通省 平成22年度第2回国土交通省 平成22年度第2回
住宅・建築物省ＣＯ２先導事業 採択プロジェクト

埼玉メディカルパーク・埼玉メディカルパーク・
スマートエネルギーネットワークの構築スマートエネルギーネットワークの構築

埼玉県病院局埼玉県病院局
建設株式会社建設株式会社戸田建設株式会社戸田建設株式会社

東京ガス株式会社東京ガス株式会社

プロジェクトの概要プロジェクトの概要

11



がんセンター新病院の概要がんセンター新病院の概要

エネルギーネットワークの概要エネルギーネットワークの概要

33



導入する省ＣＯ導入する省ＣＯ２２技術の特徴（１）技術の特徴（１）

再生可能エネルギーの発生プラント再生可能エネルギーの発生プラント再生可能エネルギーの発生プラント再生可能エネルギーの発生プラント

■ 新築・既築、異用途建物を融合したスマートエネルギーネットワークの構築

太陽光70kW

精神医療センター

太陽熱100kW(200㎡)

公舎（新築・既築６棟）

小型CGS

朝晩時間帯の

太陽光70kW

精神医療センター

太陽熱100kW(200㎡)

公舎（新築・既築６棟）

小型CGS

朝晩時間帯の

小型CGS×３台

トリジェネレーション

熱電供給型GHP

集合住宅ダブル発電・ダブル太陽集合住宅ダブル発電・ダブル太陽
朝晩時間帯の

ｴﾈﾙｷﾞｰﾌﾛｰ

高効率吸収式への更新

小型CGS×３台

トリジェネレーション

熱電供給型GHP

集合住宅ダブル発電・ダブル太陽集合住宅ダブル発電・ダブル太陽
朝晩時間帯の

ｴﾈﾙｷﾞｰﾌﾛｰ

高効率吸収式への更新

冷温水の融通冷温水の融通

電力の融通
東館・研究所

ﾋﾞｼﾞﾈｽｱﾜｰ(平日昼間時
間帯）のｴﾈﾙｷﾞｰﾌﾛｰ

冷温水の融通冷温水の融通

電力の融通
東館・研究所

ﾋﾞｼﾞﾈｽｱﾜｰ(平日昼間時
間帯）のｴﾈﾙｷﾞｰﾌﾛｰ

空冷HP
太陽光30kW

情報通信統合情報通信統合

空冷HP
太陽光30kW

情報通信統合情報通信統合

旧がんセンター 新がんセンター

（将来の跡地利用にも対応可）

旧がんセンター 新がんセンター

（将来の跡地利用にも対応可）

ターボ冷凍機 蓄熱槽
ボイラ

CGS
300kW級×2

廃熱利用型
蒸気吸収式

各棟各棟BEMSBEMS・・HEMSHEMSのの
統合管理・制御統合管理・制御

ターボ冷凍機 蓄熱槽
ボイラ

CGS
300kW級×2

廃熱利用型
蒸気吸収式

各棟各棟BEMSBEMS・・HEMSHEMSのの
統合管理・制御統合管理・制御

ボイラ

ガス

特高電力特高電力

ボイラ

ガス

特高電力特高電力

導入する省ＣＯ導入する省ＣＯ２２技術の特徴（２）技術の特徴（２）

■ 新がんセンター高効率熱源導入を中心とした地域一体での省CO2取組み

①高効率熱源機器による地域へのベース熱源供給 ②先導的な省CO２建築システム（新がんセンター）①高効率熱源機器による地域 の ス熱源供給

③既築老朽化熱源を高効率機器に更新

②先導的な省CO２建築システム（新がんセンタ ）

④地域一体の緑の保全

⑤地域一体での再生可能エネルギー導入、
燃料転換＋ＣＧＳ等による化石燃料の高度利用

■再生可能エネルギーの
大規模導入

■地域一体での
燃料転換推進

■CGS等による
化石燃料の高度利用

■再生可能エネルギーの
大規模導入

■地域一体での
燃料転換推進

■CGS等による
化石燃料の高度利用大規模導入

60

70

80

(kg-CO2/kJ)

単位熱量あたりのCO2排出量

７５％

熱電併給型ＧＨＰチラー（最先端機器）

～ トリジェネレーション ～

排熱③

熱電併給型ＧＨＰチラー（最先端機器）

～ トリジェネレーション ～

排熱③

燃料転換推進 化石燃料の高度利用

小型ＣＧＳの導入
■25kW×１台
■35kW×３台

300kW級機×２台
の予定スペック
■総合効率 ７５％超

小型ＣＧＳの導入
■25kW×１台
■35kW×３台

300kW級機×２台
の予定スペック
■総合効率 ７５％超

大規模導入

60

70

80

(kg-CO2/kJ)

単位熱量あたりのCO2排出量

７５％

熱電併給型ＧＨＰチラー（最先端機器）

～ トリジェネレーション ～

排熱③

熱電併給型ＧＨＰチラー（最先端機器）

～ トリジェネレーション ～

排熱③

燃料転換推進 化石燃料の高度利用

小型ＣＧＳの導入
■25kW×１台
■35kW×３台

300kW級機×２台
の予定スペック
■総合効率 ７５％超

小型ＣＧＳの導入
■25kW×１台
■35kW×３台

300kW級機×２台
の予定スペック
■総合効率 ７５％超

0

10

20

30

40

50

60

６７．９ ５０．９

７５％

エンジン

機内補機へ
排熱③

商用電力
エンジン

機内補機へ
排熱③

商用電力

■35kW×３台
総合効率85.0%

■総合効率 ７５％超
(発電効率4０%超)

■35kW×３台
総合効率85.0%

■総合効率 ７５％超
(発電効率4０%超)

0

10

20

30

40

50

60

６７．９ ５０．９

７５％

エンジン

機内補機へ
排熱③

商用電力
エンジン

機内補機へ
排熱③

商用電力

■35kW×３台
総合効率85.0%

■総合効率 ７５％超
(発電効率4０%超)

■35kW×３台
総合効率85.0%

■総合効率 ７５％超
(発電効率4０%超)

○太陽熱利用（100kW ｸﾗｽ）

○太陽光発電（30kW＋70kW)

○太陽熱利用（100kW ｸﾗｽ）

○太陽光発電（30kW＋70kW)

灯油 都市ガス

特徴

発電機 発電圧縮機

ガス

②
ＨＰ冷暖房

①

特徴

発電機 発電圧縮機

ガス

②
ＨＰ冷暖房

①

約 Δ １ ０ ０ ０ (t CO2/ 年 )

CO2排出原単位 単位発熱量

灯油 2.492 ｋｇ／Ｌ 36.7 ＭＪ／Ｌ

都市ガス 2.29 ｋｇ／ｍ３ 45 ＭＪ／ｍ３

  
○太陽熱利用（100kW ｸﾗｽ）

○太陽光発電（30kW＋70kW)

○太陽熱利用（100kW ｸﾗｽ）

○太陽光発電（30kW＋70kW)

灯油 都市ガス

特徴

発電機 発電圧縮機

ガス

②
ＨＰ冷暖房

①

特徴

発電機 発電圧縮機

ガス

②
ＨＰ冷暖房

①

約 Δ １ ０ ０ ０ (t CO2/ 年 )

CO2排出原単位 単位発熱量

灯油 2.492 ｋｇ／Ｌ 36.7 ＭＪ／Ｌ

都市ガス 2.29 ｋｇ／ｍ３ 45 ＭＪ／ｍ３

  

○太陽光発電（30kW＋70kW)○太陽光発電（30kW＋70kW) 特徴

① ヒートポンプによる高効率冷暖房
② 発電機能で省電力
③ 排熱も有効利用

⇒空調＋電気＋排熱で
ジ

特徴

① ヒートポンプによる高効率冷暖房
② 発電機能で省電力
③ 排熱も有効利用

⇒空調＋電気＋排熱で
ジ

日照条件の良い公舎
＊全灯油燃料を都市ガスに転換した場合
＊機器の効率は同等とする

約 Δ １ , ０ ０ ０ (t-CO2/ 年 )
の削減効果

○太陽光発電（30kW＋70kW)○太陽光発電（30kW＋70kW) 特徴

① ヒートポンプによる高効率冷暖房
② 発電機能で省電力
③ 排熱も有効利用

⇒空調＋電気＋排熱で
ジ

特徴

① ヒートポンプによる高効率冷暖房
② 発電機能で省電力
③ 排熱も有効利用

⇒空調＋電気＋排熱で
ジ

日照条件の良い公舎
＊全灯油燃料を都市ガスに転換した場合
＊機器の効率は同等とする

約 Δ １ , ０ ０ ０ (t-CO2/ 年 )
の削減効果

トリジェネレーショントリジェネレーション
照条件 良 公舎

エリアに集中設置 ＊灯油使用量等は2008年度使用実績に
基づく（面積等補正前）

トリジェネレーショントリジェネレーション
照条件 良 公舎

エリアに集中設置 ＊灯油使用量等は2008年度使用実績に
基づく（面積等補正前）



導入する省ＣＯ導入する省ＣＯ２２技術の特徴（３）技術の特徴（３）

■ ソフト面での多面的な取組み

①各棟ＢＥＭＳ・ＨＥＭＳ統合によるエリア一体での統括制御・監視機能、見える化・見せる化システム

②県立病院施設の取りまとめ、省CO2推進体制整備、 本プロジェクト取組等を県内外へ幅広くＰＲ

③統合BEMS機能を活用した省CO2誘導型経済モデル構築へのトライアル

■バーチャルでのＣＯ2排出量

　に応じた課金に応じた課金
（ＢＥＭＳによるリアルタイム
　表示／積算）

＜××月分支払伝票＞ *ｲﾒｰｼﾞ

ガス料金 　：　TG（ｍ3） 　TG　円

電気料金 ： @@@（kWh） @@@ 円

■『彩の国みどりの基金』

電気料金 　：　@@@（kWh）　 @@@ 円

熱料金 　：　***（MJ） 　*** 円

ＣＯ2相当 　：　○○(kg-CO2） 　○○ﾎﾟｲﾝﾄ

■『彩の国みどりの基金』
（埼玉県環境部）等への積立
■蓄積ポイントはエリア内コンビニ,
  カフェなどでの利用　等

埼玉県のマスコット埼玉県のマスコット

使用者へのインセンティブ

■職員等の環境･省ＣＯ2意識向上

■省ＣＯ2誘導型経済モデル

コ バ ト ンコ バ ト ン

　森林によるＣＯ2吸収効果
（エリア外への効果展開）

プロジェクト全体のプロジェクト全体のCOCO22削減効果削減効果

① 基準となるCO2排出量（ベースライン）
２００８年度各棟の都市ガス・電力・灯油の使用実績から、新築・増築建物は面積比等で補正して算出

年間使用量（面積補正後） CO２排出量（t-CO2/年）

都市ガス （㎥） ３１３,０００ ７２０

＊　原単位

CO2排出原単位 1次ｴﾈﾙｷﾞｰ換算原単位

都市ガス 2.29kg-CO2／N㎥ 45.0MJ/N㎥

0 384k CO /kWh
電力 (kWh) １７,２２８,０００ ６,６２０

灯油 （L) ２,４４１,０００ ６,０８０

0.384kg-CO2/kWh

（09年度東京電力調整前排出係数）
0.69kg-CO2/kWh

（火力平均：ＣＧＳ、太陽光発電による削減分）

灯油 2.492kg-CO2/L 36.7MJ/L

9.76MJ/kWh電力

基準となる基準となるCOCO22排出量排出量

１３１３ ４２０（４２０（tt COCO //年）年）

③ プロジェクト全体CO2削減効果

１３１３,,４２０（４２０（tt--COCO22//年）年）

② 各項目CO2削減効果 ③ プロジェクト全体CO2削減効果
年間使用量（面積補正後）

（１）CGSおよび再生可能エネルギー
（太陽光発電・太陽熱利用設備）導入

Δ９９０ｔ

② 各項目CO2削減効果

10 000

12,000

14,000

16,000 ＣＯ2排出量比較

年
)

Δ４,６４０tΔ３５％

（２）高効率建築設備 Δ１,０３０

（３）高効率熱源 Δ２,２７０

（４）既築建物の熱源更新 Δ３５０
2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

(
t
-
C
O
2
/
年

１３,４２０ ８,７８０

（ ）既築建物 熱源更新 Δ３５０

合 計 Δ４,６４０

0

比較対照：ａ

（基準排出量）

提案事業：ｂ

（排出量算出値）



2011年1月21日
第6回住宅・建築物の省ＣＯ2シンポジウム

国土交通省 平成22年度第2回国土交通省 平成22年度第2回
住宅・建築物省ＣＯ２先導事業 採択プロジェクト

新潟 報社新社屋新潟 報社新社屋 メデ シ プメデ シ プ新潟日報社新社屋新潟日報社新社屋 メディアシップメディアシップ

提案者提案者 株式会社株式会社 新潟 報社新潟 報社提案者提案者 株式会社株式会社 新潟日報社新潟日報社
設計者設計者 株式会社株式会社 石本建築事務所石本建築事務所

新潟日報社新社屋新潟日報社新社屋 メディアシップメディアシップ
１

新潟日報社とは、

平成24年11月の創刊70周年に 新社屋を新潟市街地万代に建設

昭和17年11月創刊
2010年8月約50万部

県下随一の新聞社
地元に密着した総合メディア企業＝

平成24年11月の創刊70周年に、新社屋を新潟市街地万代に建設

プロジェクトの背景
自然環境豊かな地方都市の活性化と市街地回帰による省ＣＯ２の情報発信

日本海

新潟市中心市街地

信濃川万代橋

新潟日報社新社屋 メディアシップ

新潟市中心市街地 新潟駅へ至る

新潟市バスセンター

新潟市中心市街地、新潟駅へ至る

・実施場所：新潟市中央区万代3丁目 ・建物情報：延床面積 約３５ ８００㎡実施場所：新潟市中央区万代3丁目 建物情報：延床面積 約３５,８００㎡
（地上20階建て、事務所、商業、飲食、ホール等の複合用途)

・建設工程：平成23年3月全体工事着手、平成24年度竣工予定



環境先進地方環境先進地方 新潟県から発信する環境ムーブメント新潟県から発信する環境ムーブメント 2

新潟県は豊かな自然環境を守る活動に県民を挙げて取り組んでいます新潟県は豊かな自然環境を守る活動に県民を挙げて取り組んでいます

・佐渡のトキを保護する環境活動：生物多様性条約COP10（名古屋）で報告

・県民環境Ｅ２キャンペーン（２つのＥ；ｅａｒｔｈ，ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔ）：１９９３年スタート

・２０１０年は省CO2をメインテーマ：クールＢＩＺなどで地球環境保護活動に取り組む

守るべき豊かな田園からのお米、雪解け水から作られるお酒は全国の人々に親しまれています

雪解け水による豊かな水田 佐渡のトキ 新潟中心市街地新潟ブルースの万代橋

・新潟日報社は県民環境保護活動の事務局「地球の守り人」として環境キャンペーンを推進

1990年 2000年 2010年 2020年
メディアシップ竣工

新潟日報社「地球の守り人」

県民環境保護活動Ｅ2キャンペーン

京都議定書 ＣＯＰ１6（メキシコ） ＣＯＰ１０（名古屋） ＣＯ２削減中間目標年

市街地回帰、豊かな生活環境
２０１２年度 地方から省ＣＯ を促進

メディアシップ竣工

地球環境サミット（南米リオ）

新潟日報社「緑の守り人」

持続的な環境保護への取り組みの過去、現在、将来

新潟日報社「地球の守り人」
新潟日報社環境宣言 省ＣＯ２のムーブメントを全国へ

２０１２年度 地方から省ＣＯ２を促進新潟日報社「緑の守り人」

事業の実施体制図事業の実施体制図 3

㈱新潟日報社
（提案者・補助を受ける者）

・建築主
省エネルギ 事業の実施者

環境コミュニティーの
創出

県内環境運動の
拡大と普及

（株）新潟日報社
（提案者・補助を受ける者）

地球の守り人（株）新潟日報社

・省エネルギー事業の実施者

（事務局・新潟日報社
参加加盟社55社）

（株）新潟日報社
（県下全域の支社、支局を核とした

省ＣＯ２普及活動）

新社屋設計・
コンサルティングコンサルティング

省ＣＯ２コミュニティの

創出協賛

㈱石本建築事務所
（建築設計事務所）

カーボンマネジメント認証
・教育機関

新社屋の設計

地域の省ＣＯ２コミュニティの創出 (株)石本建築事務所
（建築設計事務所）

カーボンマネジメント
認証・教育機関

・新社屋の設計
・プロジェクトコンサルタント

　省ＣＯ２技術、普及の支援

支援・協力 支援・協力支援・協力

東北電力㈱
（エネルギー事業者）

地球の守り人
参加加盟５５社

北陸ガス㈱
(エネルギー事業者)

東北電力(株)
（エネルギー事業者）

地球の守り人
参加加盟55社

北陸ガス（株）
（エネルギー事業者）



メディアシップメディアシップ 省ＣＯ省ＣＯ２２モデル事業のＳＴＥＰ１～４モデル事業のＳＴＥＰ１～４
４

中心市街地省中心市街地省 プ ジ を先導するプ ジ を先導する

STEPSTEP１１：新社屋を市郊外から市中心部へ回帰：新社屋を市郊外から市中心部へ回帰

STEPSTEP２２：新社屋を地域の省：新社屋を地域の省COCO22モデル事業へモデル事業へ

STEPSTEP３３：中心市街地省：中心市街地省COCO22プロジェクトを先導するプロジェクトを先導する

STEPSTEP４４：省ＣＯ：省ＣＯ２２の県民へのの県民への啓発活動を目指す啓発活動を目指す
メディアシップ・イベントスペースメディアシップ・イベントスペ ス

STEP１

新社屋を市郊外から市中心部 回帰する新社屋を市郊外から市中心部へ回帰する。

移転 STEP２

新社屋を地域の省CO モデル事業とする
日本海

新潟市街地

新潟日報社 新社屋
メディアシップ 参画推進

新社屋を地域の省CO2モデル事業とする。

新潟市街地

発信・啓発

STEP３

中心市街地省CO2プロジェクトを立ち上げる発信 啓発 中心市街地省CO2プロジェクトを立ち上げる。

STEP４

黒埼
現本社 省CO2ムーブメント：県民への情報発信、啓発活動を行う。

新社屋を地域の省新社屋を地域の省COCO22モデル事業とする機能の概要モデル事業とする機能の概要 5

気候特性活用の建築計画

南面オフィス、北面コアで空調負荷
削減、昼光利用の外皮負荷削減の
建築計画、高層基準階におけるサ

新潟日報社新社屋新潟日報社新社屋 メディアシップメディアシップ 外気処理専用除湿省エネ型
空調機の設置

ヒートパイプ組込の熱回収型予冷
再熱除湿高効率空調機を活用した

イドフィン形状（エアウィング）を利用
した自然通風機能。

高断熱、昼光利用の窓

再熱除湿高効率空調機を活用した
シンプルな排熱利用の除湿方式

換気排熱カスケード利用

執務室排気を熱回収後、その排熱
自然光を活かし、断熱性、日射遮蔽、
自然通風配慮の窓システム。

24時間オフィス環境制御

執務室排気を熱回収後、その排熱
を個別空調ヒートポンプ室外機設置
のメカニカルバルコニーに排気して、
ヒートポンプの熱効率を向上。

各階メカニカルバルコニーの
２４時間オフィスへ調光、空調、換
気風量ゾーン制御システムを採用
し、人がいるエリアに照明、空調、
換気を行う省ＣＯ２２４時間オフィス
環境制御を目指す。

各階メカ カルバルコ の
設置

高層基準階各階に室外機置き場を
設置し、冷媒配管長及び冷媒高低
差を考慮した建築計画による、個別環境制御を目指す。

太陽光発電システム

低層階部分庇に約30kW相当の
シースルー太陽光発電パネル 多

空調ヒートポンプの効率向上。

ＩＴ監視分散型発電システム

高効率小型発電システムのコー
ジ ネ排熱利 シ ム 窓 放

シ スル 太陽光発電パネル、多
結晶型太陽光発電システムを設置。
雪国からも発電情報を発信して、普
及、波及の促進を支援。

屋上緑化

ジェネ排熱利用システムで窓下放
射空調、除湿換気へ排熱を活用。

見える化

省ＣＯ のコミュニケーションのため

床放射冷暖房システム

屋上緑化

低層階屋上に緑化エリアを設置。

省ＣＯ２のコミュニケーションのため
のエネルギーの見える化、課金連
動のエネルギーの情報化専用シス
テムを構築を目指す。

ＢＥＭＳの導入
床放射冷暖房システム

１階イベントスペースに床放射冷暖
房方式を採用し、室内環境を向上。

雨水利用

屋根の降雨水を地下ピットに貯留し、中水利用。

施設全体のエネルギー消費を時刻
別にモニタリング管理するマネジメ
ントシステムの構築を目指す。



機能１．地域の気候特性を活かした省ＣＯ機能１．地域の気候特性を活かした省ＣＯ２２計画計画 ６

・地域の気候特性を配慮した建築と設備 ・四季の温湿度、日射、自然風を活かす

・県民が取り組むクールＢＩＺを支援

自然エネルギ 利用の取り組み

・冷房期の高湿度配慮省ＣＯ２除湿換気

太陽光発電 昼光利用 春 秋の通風・自然エネルギー利用の取り組み ・太陽光発電、昼光利用、春・秋の通風

設備更新配慮のメカニカルバルコニー及び換気の排気エリア
換気のための外気取入

ヒートパイプ熱回収ユニット組込除湿再熱外気処理空調機

クールＢＩＺを支援する

換気のための外気取入

換気のための外気取入

オフィス空調システム

自然通風を誘引する負圧帯

基準階２ヶ所の空調機械室

冷房期の除湿された涼しい換気給気

暖房期の最適な温湿度の換気給気

自然通風を誘引する負圧帯

を形成するエアウィング

暖房期の最適な温湿度の換気給気
窓下設置の排熱利用放射暖房装置

高断熱、日射遮蔽、昼光利用、自然換気対応高層階窓

高層階オフィス高層階オフィス 省ＣＯ省ＣＯ２２環境配慮の概念図環境配慮の概念図

機能２．機能２．２４時間型勤務オフィスのパーソナル環境制御を目指す２４時間型勤務オフィスのパーソナル環境制御を目指す ７

・オフィスモジュールによる照明＋空調統合制御

・オフィスの在室に応じた照明制御オフィスの在室に応じた照明制御

・モジュール単位による個別空調換気

執務者の在室に応じた照明制御執務者の在室に応じたモジュール単位の空調換気制御

・クールＢＩＺ対応高効率個別空調ヒートポンプ

VAVVAV VAVVAV

在ゾーン

不在ゾーン

隣接ゾーンについては不在時に減光

在ゾーン

不在ゾーン

隣接ゾーンについては不在時に減光

執務者の在室に応じた照明制御執務者の在室に応じたモジュール単位の空調換気制御

クールBIZ対応個別空調ヒートポンプ室内機

天井内

室内

複合

ｾﾝｻ

複合

ｾﾝｻ

不在ゾーン

・PAC

在ゾーン

・PAC

天井内

室内

複合

ｾﾝｻ

複合

ｾﾝｻ

不在ゾーン

・PAC

在ゾーン

・PAC

隣接ゾーンについては不在時に減光
（消灯による孤立感を低下）
隣接ゾーンについては不在時に減光
（消灯による孤立感を低下）

（天井面）PAC
送風or設定温度高※冷房時
長時間不在時はPAC停止

・VAV(最小風量)

PAC
ﾘﾓｺﾝによる設定変更後も一定
時間で管理温度にﾘｾｯﾄ

・VAV(CO2計測による最小外気
量制御)

PAC
送風or設定温度高※冷房時
長時間不在時はPAC停止

・VAV(最小風量)

PAC
ﾘﾓｺﾝによる設定変更後も一定
時間で管理温度にﾘｾｯﾄ

・VAV(CO2計測による最小外気
量制御)

（天井面）

← 設定照度 →減光
（低調光）

減光
（低調光）

消灯or最低調光率消灯or最低調光率 ← 設定照度 →減光
（低調光）

減光
（低調光）

消灯or最低調光率消灯or最低調光率

執務者の在席に応じたきめ細かな点灯 消費 ネ ギ 削減の 時間型オ執務者の在席に応じたきめ細かな点灯、消費エネルギー削減の２４時間型オフィス



機能３．地産地消に配慮し、排熱利用、電力活用の設備システム機能３．地産地消に配慮し、排熱利用、電力活用の設備システム ８

・地産地消の天然ガス活用分散型発電によるピーク電力削減、停電時対策

排熱利用冷水除湿＋ヒ トパイプ予冷再熱（ゼロエネルギ ）でク ルBIZを促進・排熱利用冷水除湿＋ヒートパイプ予冷再熱（ゼロエネルギー）でクールBIZを促進

・排熱利用によるペリメータ窓下放射暖房による冬季暖房時の省ＣＯ２の促進

再熱用ヒートパイプ
(冷媒循環予冷 再熱)

クールBIZ対応空調室内機外気のVAV装置による個別制御

冷予
天井内

R.A 機械室

複合

ｾﾝｻ

複合

ｾﾝｻ

外調機
・外気冷房

・ナイトパージ

VAVVAV

VAV

メカニカルバルコニー

天井内

R.A 機械室

複合

ｾﾝｻ

複合

ｾﾝｻ

外調機
・外気冷房

・ナイトパージ

VAVVAV

VAV

メカニカルバルコニー
(冷媒循環予冷・再熱)

循
環

居室排気のカスケー
ド熱利用による室外
機効率の向上

予

冷

コ

イ

ル

冷

水

コ

イ

ル

予

冷

排

熱

再

熱

 

排

気

全

熱

回

収

装

室内 O.A

排熱利用

室内 O.A

排熱利用

取入外気執務室へ調
湿空気給気

環

温湿度管理でクールBIZを促進
装

置

Ex.A
PAC

屋外機

Ex.A
PAC

屋外機

ＩＴ活用の監視高効率分散型発電システム

排気執務室か
らの排気 外気処理除湿省エネ型空調機

冷水温水

 

排熱利用窓下放射暖房

ＩＴ活用の監視高効率分散型発電システム

排熱利用外気除湿用冷水

冷温水

①外気②室内③排気熱回収後

④ヒートパイプ予冷後

⑤排熱利用冷水除湿後

①

②

③
④

⑤
循
環

・排熱利用のぺリメータ窓下放射暖房 排熱利用外気除湿用冷水

・排熱利用冷水除湿＋ヒートパイプ予冷再熱
・湿度管理でクールBIZを支援

⑤排熱利用冷水除湿後

⑥ヒートパイプ再熱後

②
⑤

⑥

湿り空気線図上の変化

機能４－１．エネルギー管理の情報化システム機能４－１．エネルギー管理の情報化システム ９

・テナントと共用するエネルギ管理の情報化システム

・テナントの用途別の消費エネルギー評価を支援テナントの用途別の消費エネルギ 評価を支援

・予測と実測の比較による省ＣＯ２診断を目指す ビル内専用ＬＡＮ

・省エネ取り組みの表彰制度などの企画を目指す

・自主的な省CO2カーボンクレジットの企画推進を目指す

基準階分散型ＢＥＭＳ

 動力 電灯 コンセント Ｗｅｂ端末 階別、テナン
ト別にビル外商業 オフィス病院

 動力 電灯 コンセント Ｗｅｂ端末 

HUB
ト別にビル外
との通信も可
能なシステム

商業 オフィス

飲食

病院

自社 テナント

用途別の消費エネルギー評価

HUB

分散型ＢＥＭＳでフレキシビリティを高めます

ネルギ 管理室

イベント用プラザ
等でも見える化
に配慮した計画

   
実績
データ
蓄積

テナントＢ 共用テナントA

エネルギー管理室



機能４－２．省ＣＯ機能４－２．省ＣＯ２２を支援するエネルギー管理の情報化システムを支援するエネルギー管理の情報化システム 10

特定事業所 CO2削減義務あり特定事業所

多くの地方の事業所

CO2削減義務あり

CO2削減義務なし 社会的課題

対価 ベネ を検討

エネルギ の

対価（ベネフィット）を検討

エネルギーの
見える化 計量・課金統合

＝
CO2削減に応じて光熱費支払いを

＝

削減できる仕組み

＋ 付加価値

計量データを活用して「国内クレジット制度に準拠した排出削減計画」となることを目指す

＋ 付加価値

省ＣＯ省ＣＯ２２活動を支援する仕組み創りを目指す活動を支援する仕組み創りを目指す 11

市街地へ回帰市街地へ回帰

ＳＴＥＰ１
・新社屋を市郊外から市中心部へ回帰し、市街地活性化へ貢献

社員の交通手段を公共交通機関へ切り替え、省ＣＯ２を推進

ＳＴＥＰ２ ＳＴＥＰ３ ＳＴＥＰ４
新社屋を地域の新社屋を地域の 中心市街地中心市街地

省省COCO22プロジェクトを先導するプロジェクトを先導する

県民ヘの県民ヘの

省ＣＯ省ＣＯ２２のの啓発活動を目指す啓発活動を目指す

新社屋を地域の新社屋を地域の

省省COCO22モデル事業へモデル事業へ

市民とともに歩む
省CO2活動

テナントとともに歩む
省CO2活動

地域企業とともに歩む
省CO2活動

・県下の市民の省エネ促進

・県下全域支社、支局と連携
した 市民 の参加を促す

・エネルギー管理の情報化推進

・テナントへのユーザサポート
優良テナ トの表彰

・活動を地域へ広げる

・地元在住のＣＯ２削減評価
者人材育成 した、市民への参加を促す

仕組み創りを目指す
・優良テナントの表彰
・省CO2診断

者人材育成
・地域企業の省エネ普及へ

ビル全体の
省CO2推進

地域の
省CO2推進

市民が省CO2活動に参加で
きる仕組み創りを目指す



2011年1月21日
第6回住宅・建築物の省ＣＯ2シンポジウム

国土交通省 平成22年度第2回国土交通省 平成22年度第2回
住宅・建築物省ＣＯ２先導事業 採択プロジェクト

立命館大学衣笠キャンパス立命館大学衣笠キャンパス
新体育館建設事業新体育館建設事業新体育館建設事業新体育館建設事業

提案者名提案者名提案者名提案者名

学校法人学校法人 立立 命命 館館

株式会社株式会社 竹中工務店竹中工務店株式会社株式会社 竹中工務店竹中工務店

■新体育館建設の意義
プロジェクトへの想い

01

⾦閣寺北⼭ ⾦閣寺
計画地

⾐笠⼭

北⼭

⼤⽂字⼭

⾦閣寺

正門
衣笠山

京都
御所

⽐叡⼭

⾐笠⼭
⿓安寺

⾦閣寺

仁和寺 妙⼼寺

きぬかけの路

龍安寺門

第1体育館
⿓安寺

⾐笠キャンパス

⼆条城
鴨
川

第２体育館
京都駅

■ 古都京都における地域と共⽣するキャンパス
⼤学が抱えるキャンパスの更新上の課題

京都駅

■ 古都京都における地域と共⽣するキャンパス
■ 建蔽率上限まで過密化したキャンパスを、持続可能なものへと再⽣
■ 学校機能を継続した更新計画
■ ⿓安寺に⾯するキャンパスの⻄側の顔とする■ ⿓安寺に⾯するキャンパスの⻄側の顔とする
■ ⽼朽化した２つの体育館の統合・再⽣

古都京都における⾵致景観・地域住⺠と共⽣する
環境配慮型校舎のプロトタイプ



■新体育館建設の意義
プロジェクト概要

01

京都市右京区⿓安寺御陵ノ下町
規 模：地下３階地上１階
地下部：鉄筋コンクリ ト造 新築棟減築棟

⿓安寺

地下部：鉄筋コンクリート造
地上部：鉄⾻造
敷地⾯積：5,930㎡
延床⾯積 ㎡延床⾯積：9,410㎡
（うち既存活⽤1,330㎡）
建築⾯積：2,390㎡,
最⾼⾼さ：15.0ｍ

平⾯図

新築棟減築棟

断⾯図

■環境配慮型 体育館の実現に向けて 02
プロジェクトの⽅向性

⼈・まち・地球のエネルギ を最⼤限活かす⼈・まち・地球のエネルギーを最⼤限活かす
サステナブルなキャンパスをつくる

省CO2技術メニューマップ
卓越⾵

⾐笠⼭の景観に
ライトシェルフに
よる⾃然光利⽤ ウインド チムニ

⾼反射性タイル
による⾼断熱化

■省ＣＯ2技術による
負荷の最⼩化

⾐笠⼭の景観に
なじむ⼤屋根

よる⾃然光利⽤

壁⾯
緑化

ウインドーチムニーによる⾼断熱化

ランドスケープ
にとりこんだ⽔
盤+太陽光パネル

メガトラスによ
り
掘削深さを低減

屋上緑化

太陽光パネル

輻射空調

地球

掘削深さを低減

光庭光庭⼈まち

地下化による外地下化による外
部からの熱負荷部からの熱負荷
低減低減

輻射空調輻射空調

■環境への■⾵致景観の
南北断⾯イメージ地下化により得られる⼀定温度の湧⽔

■環境への
意識を⾼める
学びの場

■⾵致景観の
保全・
地域との共⽣



031.省ＣＯ2技術による負荷の最⼩化
1.地下化による⾼断熱建築
新築建物の過半を地下化するとともに、既存建物の地上部分を減築
地下空間を再⽣・再利⽤し ぺリメーターゾーンを少なくして熱負荷を低減地下空間を再⽣・再利⽤し、ぺリメーターゾーンを少なくして熱負荷を低減

本計画従来の⼿法
新体育館の地下化

南北断⾯ 本計画従来の⼿法 ⼭並みにそった
ボリューム新築棟

12 8m12.8m
ﾍﾟﾘﾒｰﾀｿﾞｰﾝ

東⻄断⾯

既存建物 新築棟減築棟
既存建物の減築

12.8m
1階を減築後緑化

トレーニングルーム

（現第⼆体育館）

サブアリーナ
アリーナ

ﾍﾟﾘﾒｰﾀｿﾞｰﾝ

2.地下化による湧⽔活⽤
04

休憩ゾーンのベンチに輻射式空調を組み込む

1.省ＣＯ2技術による負荷の最⼩化
■タスク輻射空調

地下化で得られる湧⽔を
太陽光パネル冷却・タスク輻射空調などに
有効活⽤有効活⽤

■⽔盤＋太陽光パネル冷却

⽔盤＋
太陽光パネル冷却

蒸散（冷却）
湧⽔活⽤システム図

タスク輻射空調

太陽光パネル冷却

⽇射太陽光パネル
湧⽔ ⽔深5〜10㎜

⽇射 ⽔深・運転時間を制御設置位置

太陽光パネル
（薄膜化合物系ＣＩＳ太陽電池）



3.地下化による地熱活⽤
051.省ＣＯ2技術による負荷の最⼩化

地下化で得られる地熱を室内の温度制御に利⽤する
■輻射空調＋外気冷房■輻射空調＋外気冷房
安定した地中温度を⽤いた壁⾯の冷却・保温
によるパッシブな⼿法のアンビエント空間

地中温度分布グラフ
30
〔℃〕

地中 2 の地中温度

外気温
20
25
30

地中12mの地中温度

5
10
15

2⽉12⽉10⽉8⽉6⽉4⽉0 安定した地中温度による冷却・保温

4.⾃然エネルギーの利⽤
061.省ＣＯ2技術による負荷の最⼩化

⼭並みに添った分棟配置・光庭・ライトシェルフにより⾃然採光の効率を⾼める

南 北

太陽光 太陽光

⽔盤 ⽔盤⽔盤

光庭ｻﾌﾞｱﾘｰﾅ ﾒｲﾝｱﾘｰﾅ光
庭

⾃然採光による照度分布

⾃然の要素を取り⼊れ、地下空間における⾃然の要素を取り⼊れ、地下空間における
⼈のサーカディアンリズムの維持にも寄与



07
５. 外⽪による⽇射負荷低減

1.省ＣＯ2技術による負荷の最⼩化

地上部分の屋上・壁⾯に⽔盤・緑化・⾼反射性タイルを施し、
外⽪の断熱化をはかる

⽇射壁⾯緑化・⽔盤
による断熱効果
と地域冷却効果

増⼤

⽇射 ⽇射

⽔盤
上空への反射

増⼤ ⽔盤
緑化

⾼反射性タイルイメージ通常壁⾯・屋上 緑化+⾼反射性タイル壁⾯
屋上⽔盤

景観に配慮した和⾵デザインの⼤屋根 既存キャンパスデザインに添った

ファサード彫りなし＋庇なし ファサード彫りあり＋庇あり

景観に配慮した和⾵デザインの⼤屋根、既存キャンパスデザインに添った
彫りの深いファサードにより、夏に影をつくることで⽇射受照量を抑制

ファサ ド彫りなし＋庇なし ファサ ド彫りあり＋庇あり

20％減

メインアリーナ南⾯イメージ

⾏政⽅針との連携
09■新体育館建設の波及効果

京都市
取組方針

京都市
取組内容

当計画での取組項目

環境モデル都市⾏動計画（京都市）を反映→全国的な波及効果

景観と
低炭素が

新景観政策による
低炭素型まちづくり

地下化・屋上緑化による低炭素＋
大屋根の景観
学生･教員･地域住民などの広い要
望を反映する計画 建設プロセス

■省ＣＯ2技術による
負荷の最⼩化

低炭素
調和した
まちづく
り

望を反映する計画・建設プロセス

CASBEE京都制定
長寿命、地元材利用、地域性配慮
など独自項目への積極的取組

木の文化を大切に 地元産木材を主とした内装材利用地球
環境･観光が複合し
た低炭素を学ぶ路

環境を学ぶプロムナード整備着手
太陽光パネルランドスケープ

木 文化を大切
するまち・京都

地元産木材を主とした内装材利用
既存樹木を極力のこす

⼈まち 歩くまち
・京都

た低炭素を学ぶ路 太陽光パネルランドスケ プ

すべての人に
やさしい
バリアフリ の路

傾斜地における
EVを用いたバリアフリー通路

ライフス DO YOU 昔ながらの京都の知恵を反映

バリアフリーの路
エコ通学拡大 屋内駐輪場整備

■環境への■⾵致景観の ライフス
タイルの
変革と技
術革新

DO YOU 
KYOTO?

昔ながらの京都の知恵を反映
打ち水、坪庭、深い軒、石庭

大学のまち・ 学内の「地球環境委員会」を

■環境への
意識を⾼める
学びの場

■⾵致景観の
保全・
地域との共⽣ 術革新 大学のまち

学生のまち
学内の「地球環境委員会」を
中心とした省CO2活動

学びの場地域との共⽣



102.⾵致景観の保全・地域住⺠との共⽣
景観と低炭素が調和した まち を創ります
1.周辺景観との連続性
地下化・屋上壁⾯緑化により⾐笠⼭と連続した景観を創出

⾦閣寺 北
⼭おろしの⾵が⽔盤をぬけ、⾵下のまちに涼⾵をもたらす
⼭並みの地形を復元し、⽣物多様性の保全に努める

⾐笠⼭ ⾐笠⼭ 計画建物計画建物

新体育館 まち

2 地産地消 府内・市内産の⽊材を主とした⽊の内装

⿓安寺
2.地産地消 府内 市内産の⽊材を主とした⽊の内装

歩くまち・京都
境 観光が複合 た低炭素を学ぶ路を創り す

113.環境への意識を⾼める学びの場

環境と観光が複合した低炭素を学ぶ路を創ります

1.さざ波や⾵のそよぎを
五感で感じるみち

2.⽇本庭園を意識した
ランドスケ プランドスケープ 通りぬけ通りぬけ

のみちのみち

3.波及性の⾼い環境教育
環境装置の⾒える化による啓蒙活動

4. 省CO2活動の展開
⽴命館地球環境委員会を設置命館地球環境委員会を設置
全学活動を展開

⾊づく
もみじ

⽔⾯の
ゆらぎ

光の
移ろい

⾵の
そよぎ

交流を
⽣む階段



2011年1月21日
第6回住宅・建築物の省ＣＯ2シンポジウム

国土交通省 平成22年度第2回

ネルギ モ タリングを用いたネルギ モ タリングを用いた

国土交通省 平成22年度第2回
住宅・建築物省ＣＯ２先導事業 採択プロジェクト

エネルギーモニタリングを用いたエネルギーモニタリングを用いた

省エネコンサルティング普及省エネコンサルティング普及省エネコンサルティング普及省エネコンサルティング普及
実実 証証 ププ ロロ ジジ ェェ クク トト実実 証証 ププ ロロ ジジ ェェ クク トト

～階層構造コンサルティングによる省ＣＯ２推進～～階層構造コンサルティングによる省ＣＯ２推進～

横横横浜市横浜市

１.プロジェクト提案に至る背景

• 横浜市泉区庁舎、磯子区庁舎及び富岡並木地区センターでエネルギ－モニタリ
ングを用いた計測・分析による運用改善の実証試験を実施中（H20～H22)ングを用いた計測 分析による運用改善の実証試験を実施中（H20 H22)

 モニタリング機器の概要
• ビルに設置するローカルシステムと遠方のサーバーをインターネット経由で繋いだ分散型システム

• ビル内各所に設置するセンサーはどのメーカー製でも構わないベンダーフリー構成

• インターネットでデータやグラフを見られる見える化

• 計測データはCSV形式でダウンロード可能

• ビル内建築設備の予測制御が可能。計測データを蓄積するほど予測精度が向上。

データセンター
イ
ン

デ 蓄積 析

受電電力量

外気温度

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

コントロール

ユニット

データ蓄積、分析

WEBサーバー

空調機状態

設定温度

ト

22



１.プロジェクト提案に至る背景

CO2外気量制御の実施例【夏・冬】ナイトパージの実施例【夏】

設備機器の
運転・操作を変えてみる

エネルギーを計測し比較 運用改善による省エネを実施

26℃
１F アトリウム

ナイトパージ無

ナイトパージ有 14

16

/
日

〕 ガス

電気

CO2外気量制御の実施例【夏 冬】

日
〕

▲１３％

ナイトパ ジの実施例【夏】
８：００の各階温度

各

外々

22℃

24℃
２F A課

２F B課４F A課

５F アトリウム 上部

8

10

12

ル
ギ

ー
〔
千

M
J
/ 気

ル
ギ

ー
〔千

M
J/

日々
の
試
験
は
、
試

外
気
温
の
近
い

20℃

２F C課３F C課 2

4

6

熱
源

用
エ

ネ
ル

熱
源

用
エ

ネ
ル試

験
前
後
の

い
日
で
比
較
す

３F A課３F B課
0

制御なし 制御あり

熱

CO2外気量制御 なし あり

CO2削減試算 4.5 ｔ- CO2/ 年 CO2削減試算 37 ｔ- CO2/ 年

す
る

ビ
人に我慢を強いない優しい省エネ

民間既存ビル
にも広めたい！

少ない初期費用で確実な省エネ効果

（投資回収は３～５年） にも広めたい！
→有効性が認められる 33

２ 民間既存ビルオーナーの現状

テナントや利用者の省エネ意識は向上するも、専
門知識を持った技術者を置く余裕がない場合が多
く、高価な省エネ関連機器・システムの導入には、高価 省 関連機器 導入
慎重な姿勢。

省エネ取組みの例 省エネ効果 コスト

コスト負担が小さく、省エネ効果も小さい取組みを実施
省 ネ取組み 例 省 効果

事務室の取組み

照明はこまめに切る

小 小
多く取り組
まれてい

空調の運転と温度管理の徹底

運用改善

計測と分析による設備運転の

る

計測と分析による設備運転の
最適化（我慢を強いない）

省エネ改修工事

後 押 し が
必 要

省エネ改修工事

省エネ設備機器への更新

ESCO（実施できるのは大手企業に限られる）

4
建替え 大 大



３．既存ビルの省エネ化のための課題と解決策
問題と課題 解決策

①人的コスト負担の軽減

省 技

問題と課題

能力構築事業を実施

解決策

省エネに関する知識・技術を
持った人材を多数育成する必
要がある

能力構築事業を実施

要がある

②経済的コスト負担の軽減

客観的な立場から、低コスト・

階層構造コンサルティング
環境（体制）を整備客観的な立場から、低コスト

高品質な提案レベルを保つ仕
組みをつくる必要がある

環境（体制）を整備

コンサルティングマネージャー

ビルオーナー

技
術
指
導

支
援

効
果
の

認
定 階

層

能
力

構

フィールドコンサルタント

層
構
造

構
築

5

造

４ 解決策の実証プロジェクト ①
 保土ケ谷区庁舎をフィールドにしたケーススタディ 保土ケ谷区庁舎をフィ ルドにしたケ ススタディ

東京大学生産技術研究所野城研究室㈱エービル 東京大学 産技術研究所野城研究

コンサルティングマネージャー
（被験者）サーバー

㈱
①作成

⑦改善

フィールドコンサルタント育成
カリキュラム（補助対象）

・視える化のための事前調査

⑥
報
告 視える化のための事前調査

・データ測定箇所の選定法
・運用削減のための制御
・制御の設計手法

モニタリング
機器設置
（補助対象）

書
・提
案
書 ・制御の設計手法

・測定データの分析手法
・運用改善の効果確認手法

ビルオーナー
（被験者）

書

⑤分析検討

フィールドコンサルタント
（被験者） ②受講③調査

6
横浜市

地域企業も協力



５ 解決策の実証プロジェクト ②

 ロールプレイによる検証ロールプレイによる検証
プレイヤー
（被験者）

シナリオ 検証事項

 コンサルティン
グマネージャー
（中立機関）【東

 育成カリキュラム受講

 エネルギ－等モニタリ

 育成カリキュラムの改善

 業務フロー

大研究生】

 フィールドコン

 エネルギ 等モニタリ
ング

 電気

 ガス

 エネルギ－等モニタリングの課
題（専門性、時間、コスト）

 フィ ルドコン
サルタント【横
浜市職員、他】

 ガス

 水道

 温度（内外）

 CO2

 コンサルティングの所要回数・
時間

ビ オ ナ 提案書作成
 ビルオーナー

【横浜市、他】

 CO2

 分析・検討

 ビルオーナーへの提案書作成
上の課題（専門性、時間、コス
ト）

 コンサルティング

 ビルオーナーへの
提案書の作成

 利益相反が生じるケースの確
認

77
 全体人工数、コスト

６ 自治体が行う意義

•• 自治体はビルオーナーでもあり、公共建築物と自治体はビルオーナーでもあり、公共建築物と
ビ 省ビ 省民間ビルの省エネ化を一元的に把握できる。民間ビルの省エネ化を一元的に把握できる。

•• 公正中立な立場で取り組める。公正中立な立場で取り組める。

•• 地域とのネットワーク、指導体制がある。地域とのネットワーク、指導体制がある。
（ビ オ ナ 建設業界 地方銀行等）（ビ オ ナ 建設業界 地方銀行等）（ビルオーナー、建設業界、地方銀行等）（ビルオーナー、建設業界、地方銀行等）
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７ 普及・波及効果

• 能力開発事業によってコンサルタントを多数養成するので、既存ビルの

省エネ・省CO2を促進することができる。

計測機器は汎用品を組み合わせるので安価であり 中小ビル の導入• 計測機器は汎用品を組み合わせるので安価であり、中小ビルへの導入

促進も期待できる。

自治体内 間ビ 普自治体内の民間ビルへの普及
横浜市内で横浜市内で3030万万〔〔ｔｔ‐‐ CO2CO2/ / 年年〕〕以上削減可能以上削減可能

自
治

自
治
体
Ａ

自
治
体
Ｂ

自
治
体
Ｃ

自
治
体
Ｄ

自
治
体
Ｅ
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他の自治体への波及効果


